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今月、厚労省が発表した2020年（1月1日～12月31日）の人口動態統計月報年計（概数）（文献１）

によれば、日本の出生数は前年（2019年同期間）より2万4,407人少ない84万832人で、1899年の調査

開始以来、過去最少を記録しました（文献１）。このショッキングな報道が記憶に新しい方も多いの

ではないかと思います。そこで今回のコラムでは、ジェンダー平等の観点からこの問題を考えてみた

いと思います。

ジェンダー平等の観点から見た日本の人口減少問題コラム

「ひのえうま」の年

図１．日本の人口動態（1960-2020)．厚労省の公表データ（文献1）より作図．

2020年における日本の人口動態

は、2019年と比べて出生数、死亡

数、死産数、婚姻件数、離婚件数の

いずれの指標も低下しています（文

献１）。自然増減数を決定する出生

数と死亡数のうち、出生数の年次推

移は増減を繰り返しながら、1975

年以降は減少傾向が続いています。

死亡数の年次推移は2020年にわず

かに減少しましたが、1980年以降

は増加傾向が続いていました。

2012年からは75歳以上の高齢者死

亡数の全死亡数に占める割合が7割を超えています。したがって、出生数の低下と高齢化に伴う死

亡数の増加の両者が日本の人口減少の主要因と考えられます。

合計特殊出生率（一人の女性が出産可能とされる15歳から49歳までに産む子供の数の平均値）

の年次推移は1967年より減少傾向が続いていましたが、2005年から増加傾向に転じ、2012年以降

再び緩やかな減少傾向を示しています。婚姻件数の年次推移は1972年をピークとしてその後減少

傾向にありましたが、1988年から緩やかな増加傾向に転じました。その後、2002年から現在まで

減少し続けています。2020年における婚姻件数の顕著な低下は、新型コロナ禍によって「出会

い」が減少したことなどが影響したと考えられますが、婚姻件数の減少は新型コロナウイルスが

問題化する前から長期的に見られますので、本質的な原因は他にあると考えるべきでしょう。

（次⾴へ続く）

日本の総人口（各年10月1日現在の外国人を含む人口）は2008年をピークとして、それ以来減少

を続けています（文献２）。2021年5月1日現在の総人口概算値は１億2536万人と発表され，前年

同月に比べ53万人減少しました。総人口の変化は、人口学的に国内における出生数と死亡数の差

（自然増減数）ならびに入国者数と出国者数の差（社会増減数）で決定されます。これらのうち、

自然増減数の推移は2005年よりマイナス値（出生数＜死亡数）に転じ、それ以来マイナス値を続け

ています（図１）。
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（前⾴からの続き）

日本の女性は、なぜ結婚や出産を控えるようになったのでしょ

うか。よく言われることは、高度経済成長期以降、女性の社会進

出が進み、結婚より仕事を選ぶか、結婚した場合でも出産を控え

たり、遅らせたりするようになったという指摘です。しかし、こ

の認識では重要なポイントを見落としていることが指摘されてい

ます。今日の先進国では、女性の就業率が高い国ほど出生率も高

くなる傾向があるのです（文献３）。この傾向は、結婚・出産と

仕事の両立に成功している国があることを示しています。した

がって、日本では女性が結婚・出産と仕事のどちらかを選択しな

くてはいけないような状況にあること自体が問題なのです。

結婚・出産と仕事の両立を妨げる要因は何なのでしょうか。令和2年版男女共同参画白書（文献

４）では、OECDが2020年にまとめた男女（15～64歳）の生活時間の国際比較データを引用し、

日本男性の1日あたりの有償労働（対価のある労働）時間がOECD諸国で最長（452分）である一

方、1日あたりの無償労働（家事、育児、介護、買い物、ボランティア活動など）時間は最短（わ

ずか41分）であることを問題視しています。日本女性の有償労働時間（一日あたり）は、2014年

にはOECD平均より短かった（206分）が2020年には272分まで伸びてOECD平均を上回りました。

また、有償・無償をあわせた総労働時間は日本の男女ともに最長であり、時間的にはすでに限界

に達していると考えられます。一方、日本の無償労働が女性に偏るという傾向は極端に強く、男

性の長時間有償労働に起因して日本はOECD諸国の中で最もジェンダー不平等にあると言えるの

です。

同コラム（文献４）では、このジェンダー不平等は6歳未満の子供を持つ夫婦で分析しても同様

であると報告しています。日本では， 2016年における夫の家事・育児関連に費やす時間（1日あ

たり）は83分で、2011年と比べて増えてはいますが、他の先進国（150～201分）と比べると低

い値です。日本の夫婦合計の家事・育児関連時間は諸外国と同等なので、夫の貢献度が低い分だ

け妻の家事・育児関連時間が長くなっていることが分かります。さらに同コラムは、日本と同じ

く男女とも総労働時間が長い（480分超）カナダ・スウェーデンと日本を比較し、日本女性は有償

労働時間と無償労働時間それぞれの長さや両者の割合において2国の女性と大差はないが、日本男

性は2国より有償労働時間が極端に長いことを指摘しています。そして、日本男性の有償労働時間

の見直しがジェンダー不平等の是正に有効であると述べています。

津谷氏（文献５）は、日本の働き盛りの夫婦（20～49歳）を分析し、家庭内ジェンダー不平等

が妻の結婚満足度を低下させることを明らかにしています。すなわち、夫の家事時間が短く、妻

の家事時間が長いほど、妻の結婚満足度は低下するのです。したがって、家庭内ジェンダー関係

の不平等性をやわらげ、多くの妻が直面する仕事と家庭の両立の困難さを軽減することが女性の

結婚を後押しし、ひいては出生数の増加にもつながると述べています。

もうひとつ重要な要因として、職場におけるジェンダー不平等の問題があります（文献６）。

これには、雇用、処遇や昇格などいろんな側面がありますが、長くなりますので別の機会に譲り

たいと思います。
（次⾴へ続く）
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（前⾴からの続き）

日本の人口減少を軽減するためには、家庭内ジェンダー関係の不平等を是正し、女性の結婚や出

産を阻む要因を取り除くことが必要です。男性職員の皆さん、今日は定時退所して、家事や育児・

介護に時間を割いてみませんか。その積み重ねが、日本の人口減少に歯止めをかける一番の近道な

のかもしれません。

農研機構人事部ダイバーシティ推進室 池田浩明

農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）では、週2回の定時退所日に所内イントラネット

にて、「今日は何の日」情報を添えてアナウンスしています。
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■■■ニュースレターへ記事をご投稿ください！■■■

掲載を希望する記事がありましたら、数行の記事でも結構ですのでぜひお寄せください。

記事の宛先： DSO事務局（農研機構） f-support@ml.affrc.go.jp
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